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ファンドへの組入比率から、

直接影響を受ける範囲が

イメージできます

実は市場全体の動きの方が

影響が大きいかもしれません
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このたびの金融危機による影響を受けて、

企業は破綻に追い込まれたり、経営が危ぶ

まれたり、不安材料（要素）が取沙汰される

ことが多くあります。それらの報道があると

「保有しているファンドに組入れられている

の？」「ファンドには影響があるの？」といっ

たご心配の声がコールセンターには多く寄せ

られます。

今回は、企業等の不測の事態によるファンド

への影響について、次の２点を押えていただ

きたいと思います。
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企業等が不測の事態におちいることでファンドが受ける直接の影響

は、その企業の株式や債券等をどれだけ保有していたかによります。

そこで、ファンドがその有価証券を保有しているのか、また保有してい

た場合には組入比率がどのくらいかを知ることで、ファンドが受ける影

響の大きさがわかります。

株式や不動産投信に投資するファンドの多くは、ファンドが保有する

資産の組入上位10銘柄について、マンスリーレポートで公表していま

すので、そこで直近の情報を確認することができます。

ファンドへの組入比率から、
直接影響を受ける範囲がイメージできます

ファンドへの組入比率から、直接影響

を受ける範囲がイメージできます

実は市場全体の動きの方が

影響が大きいかもしれません

マンスリーレポート例



もし問題が生じた企業が上位10銘柄にあれば、ファンドが受ける影響

はある程度大きいかもしれません。しかし、上位10銘柄に名前がなけ

れば、その組入比率は少なくとも10位のものより低いわけですから、

影響はより小さくなる、と考えることができます。

債券については、マンスリーレポートでは発行企業等ごとの組入状況

を発表していないため、影響を受ける範囲がどのくらいかをイメージす

ることが出来ません。しかし、たとえ最悪のケースとして企業が破綻し

たとしても、債券の場合は投資金額がゼロになるとは限りません。なぜ

なら、破綻した企業が債務の整理を行った後に残った資産は、株式

などより優先して戻されるからです。

上位10位にあるかないかではなく、やはり組入れの有無を知りたい場

合には、運用報告書で確認することができます。運用報告書は、必ず

しも最新の情報ではありませんが、作成基準日時点での「全ての保有

銘柄」を知ることができます。また、その保有銘柄について、「その時

点での評価額」も掲載されていますので、気になる銘柄が、そのファン

ドに与えた影響の大きさも、ある程度、推測することができます。

実は市場全体の動きの方が
影響が大きいかもしれません

多くのファンドでは、組入銘柄の数を多くすることで、１銘柄あたりの

影響度を小さく抑えるように運用しています。

また、意外と思われるかもしれませんが、ファンドによっては不安材

料を抱える企業の有価証券をあえて保有している場合も考えられま

す。不安心理から価格が下落している場合には、本来の企業の価

値よりも割安と考えられる場合もあるからです。その際には、将来的

な見通しから積極的に投資していると言えるのかもしれません。
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このたびの金融危機では、企業等の破綻など不測の事態が数多く起

こりました。しかし、ひとつの金融機関で不安材料が発表されると、即

座に世界中の金融システムに対する不安材料となり、影響の範囲が

その企業に留まらないケースが多く見られました。

つまり、グローバル化した現在においては、個々の銘柄の状態もさるこ

とながら、経済や市場全体の大きな動きや流れを注意して見ていくこ

とがより重要であると考えられます。

ご不明な点、気になる点などがありましたら、

ぜひ日興ＡＭコールセンターまでお問合せください。


